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はじめに 

 甲府駅北口県有地の周辺では、魅力と賑わいのある都市拠点の形成を目指し、新都

市拠点整備事業が進められている。既に、甲府市歴史公園や中央消防署等が整備され、

現在、北口駅前広場や「よっちゃばれお祭り広場」等の整備が進められている。また、

今後、国の甲府地方合同庁舎やＮＨＫ甲府放送局の整備が予定され、新たな時代にふ

さわしい新都市拠点の形成が期待されている。 

 このような中で、甲府駅北口県有地については、新県立図書館と併せ、情報通信産

業を核とした高度情報化拠点を配置し、全体を高度情報エリアとして整備することに

より、地域の活性化と本県産業の振興に資するよう活用していくこととした。 

 そこで、新県立図書館と連携した高度情報化拠点の在り方、施設の配置、民間活力

の導入方法等について幅広く御意見を伺うため、学識経験者等で構成する高度情報エ

リア整備懇話会を設置し、５月から８月までの間、検討を進めていただいた。 

 この整備方針は、懇話会の御意見等を踏まえ、高度情報エリアの整備に関する基本

的な方向を示したものである。 

 なお、高度情報化拠点の整備については、整備事業者の提案による部分があるため、

その提案によって具体的な整備内容は変わることがあり得る。 

 今後、この整備方針に基づいて、高度情報化拠点の整備事業者の選定準備を進める

など、高度情報エリアの具体化に向け取り組んでいく。 
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１ 北口県有地の状況 

１－１ 甲府駅周辺の状況 

甲府駅は、中央線と身延線のターミナル駅として、また、駅前広場は高速バスを含

むバスターミナルとして、県民や本県を訪れる人々の移動の拠点となっている。 

甲府駅周辺に目を向けてみると、南口は、県庁や甲府市役所に代表される行政機能、

百貨店や商店街が連なる商業機能、銀行や証券会社等の金融機能が集積された地域と

なっている。 

北口は、武田神社等の史跡が数多く点在しており、また、山梨大学等がある文教地

区となっている。 

近年は、甲府駅利用客の減少、郊外型大型商業施設の立地や中心市街地からの大型

店撤退等の影響により、商店街に空き店舗が目立つ状況にあり、中心市街地の活性化

には厳しい状況が続いているが、その一方で、大型マンションの建設が進み、まちな

か居住が充実するようになった。 

 

１－２ 甲府駅北口周辺整備の状況 

甲府市では、甲府駅周辺を地方中核都市にふさわしく、利便性・安全性の高い交通

拠点に改善するとともに、県民をはじめ観光で訪れる人々の交流拠点として、賑わい

のあるまちづくりや公共施設の整備等、健全な市街地形成を図るため、平成３年度か

ら甲府駅周辺土地区画整理事業（２１．９ｈａ）を施工するとともに、施設整備を図

る拠点形成事業（２５．５ｈａ）を実施している。 

また、シビックコア地区（注１）の整備事業として、駅前広場や「よっちゃばれお祭

り広場」の整備が進められ、今後、国の甲府地方合同庁舎やＮＨＫ甲府放送局の整備

が予定されており、山梨文化会館等の既存施設も含めた都市拠点の形成が進められて

いる。 

 

１－３ 北口県有地の状況 

甲府駅北口県有地（以下「北口県有地」という。）は、甲府市北口二丁目に所在し、

甲府駅北口のほぼ正面に位置している。甲府駅周辺土地区画整理事業区域内にあり、

仮換地の指定がなされ、平成１９年４月から建物の建築等、使用収益が可能となって

いる。過去には駐車場等として利用されてきたが、現在は更地になっている。また、

埋蔵文化財調査が平成１８年度末までに終了している。 

面積、都市計画等は、以下のとおりである。 
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面  積   ９，０６２㎡ 

用 途 等   甲府都市計画区域 商業地域、防火地域 

        建ぺい率８０％、容積率６００％ 

隣接道路   東側：舞鶴公園西通り線           幅員１７ｍ 

       西側：武田神社前通り線           幅員２２ｍ 

南側：愛宕町下条線             幅員２５ｍ 

北側：甲府駅周辺土地区画整理３号線（仮称） 幅員 ６ｍ 

 

     ＜北口県有地位置図＞ 
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２ 北口県有地の活用 

２－１ 高度情報エリアとしての活用 

新県立図書館については、平成２０年１月の新県立図書館整備検討委員会の報告に

おいて、「多くの人が集まりやすく、情報が蓄積される中心市街地へ整備することが

適当」であること、「現県立図書館は早急な建て替えが必要であり、用地の確保が容

易で早期に建設に着手できる既存県有地の活用が望ましい」ことから、北口県有地を

建設適地とした。 

また、平成１９年１１月の山梨県情報政策アドバイザー会議の提言において、地域

経済の活性化を促進するためには、情報通信産業の振興が必要不可欠であるとの認識

の下で、「首都圏等から（情報通信分野の）企業誘致を推進するとともに、県の関与

により情報通信分野の先進的な企業を核とした集積拠点を整備し、大学・試験研究機

関や地場企業との有機的な連携を進める」ことの必要性が示され、高度情報化拠点の

整備が提言された。 

北口県有地は、県内外から人や情報が集まり、人々の交流の結節点となり得る場所

であることから、その優位性を生かし、県民の共有財産として有効活用することが求

められている。 

そこで、ここを新県立図書館と高度情報化拠点を配置した高度情報エリアとして整

備することとした。 

 

２－２ 高度情報エリアの在り方 

新県立図書館は、知的・文化的な基盤として、その持つ様々な情報を広く提供する

ことにより、県民、企業等の多様な活動を支援する。 

一方、高度情報化拠点は、情報通信産業を核として、人材育成や研究開発等を行う

とともに、生涯学習や大学連携等の公共公益サービス等を提供する。 

新県立図書館の情報や高度情報化拠点の技術を活用して、県内外の人々や情報の交

流、知的な創造、情報の発信、産学官の連携等により、地域活性化と産業振興の拠点

を形成する。 

なお、高度情報エリアの整備に当たっては、都市機能において甲府駅南口地区と連

携・分担・補完を図るとともに、周辺環境との調和に配慮して建物のデザインや機能

を工夫し、都市の魅力と賑わいを創出するものとする。 

 また、個々の施設を超えた高度情報エリア全体の一体性が確保されるよう、整備や

運営等をマネジメントする仕組みや、県民に親しまれる愛称を検討する。 
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３ 新県立図書館と高度情報化拠点との連携 

３－１ 新県立図書館の業務に高度情報化拠点の持つ技術やノウハウを活用 

○ 情報通信技術を駆使した図書館（ＩＣＴ図書館）の構築 

図書館の基本的機能である図書・資料の収集・保存・提供や調査相談（レファレン

スサービス）等に、高度情報化拠点が持つ技術やノウハウを活用して、映像・音響資

料や電子資料の充実、調査相談の充実、国立国会図書館や市町村立図書館との連携強

化、高齢者や障害者に図書館の知を伝えるシステムの確立等、高度情報社会にふさわ

しい図書館を構築する。 

 

○ 地域情報の発信 

新県立図書館が持つ、暮らし、産業、観光、行政等の様々な地域情報を、高度情報

化拠点が持つ技術やノウハウを活用して、積極的に県内外に発信する。 

 

３－２ 高度情報化拠点の業務に新県立図書館が持つ情報を活用 

○ 情報通信産業の支援 

新県立図書館が持つ図書・資料や各種データベースの情報を活用して、高度情報化

拠点に入居する情報通信分野（注２）の企業（以下「情報通信企業」という。）の業務

を支える人材育成等を支援する。 

 

○ 生涯学習の促進 

高度情報化拠点で行われる生涯学習に、新県立図書館の図書や映像等の情報を提供

し、それを活用して充実した生涯学習サービスを提供する。 

 

３－３ 施設の共同利用 

新県立図書館と高度情報化拠点の講義室等の施設、さらには駐車場を共用化して、

効率的な施設の配置と利用を図る。 
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４ 新県立図書館の整備 

新県立図書館の整備については、別途策定する新県立図書館整備計画によるが、そ

の概要を以下に示す。 

４－１ 基本指針 

新県立図書館が目指す図書館像を「山梨県民図書館の構築」とし、これを具体化す

るための基本コンセプトを、 

① すべての県民のための図書館 

② 県民が創造する図書館 

③ 開かれた図書館 

④ 成長する図書館 

⑤ 県民の活動を支える図書館 

⑥ 山梨の文化を支え、創造する図書館 

の６つの面にまとめた。 

この図書館像を実現するため、新県立図書館の機能や役割を業務の発展性から、 

    基礎＝県立図書館としての基本的機能の充実 

    応用＝新しい時代に対応した「山梨」らしい図書館の追求 

    展開＝多様な支援機能を拡大、交流の拠点 

の３つにまとめた。 

また、新県立図書館が備えるべき個性として、「地域学の殿堂」と「情報発信拠点」

を掲げ、さらに、子ども読書の支援が重要であるため、「子ども読書支援センター」

を設置する。 

 

４－２ サービスの考え方 

まず、「基礎」となる図書館サービスとして、 

    ・ 多種多様な資料の収集、保存、提供、特に山梨に関する資料の充実 

    ・ 調査相談（レファレンスサービス）を充実し、暮らし・生活や仕事に役

立つサービスを提供 

    ・ 市町村立図書館への支援強化 

また、「応用」となる図書館サービスとして、 

    ・ 「山梨の学び日本一」や「山梨らしさ」の発信拠点 

・  大学、企業、新聞社、放送局等との連携 

・ 映像・音響資料など多様なメディアの収集とその活用 

     



 ６

 

     

さらに、「展開」となる図書館サービスとして、 

    ・ 子ども読書支援センターの設置 

・ 活動・交流機会の場の提供と新たなコミュニティづくりの支援 

    ・ 交流のきっかけとなる情報の提供 

等に取り組んでいく。 

 

４－３ サービスを支える各要素 

資料については、全国最低クラスの蔵書の現状を改善し、幅広い分野や多様な媒体

に関する多くの資料を収集・保存するとともに、山梨の文化創造の基盤となる特別コ

レクションを構築する。 

情報システムについては、これが図書館業務の基盤であり、インターネットやモバ

イルの利用で家庭や職場から情報やサービスにアクセスでき、一度のアクセスで必要

が満たせるワンストップサービス化や、博物館・文学館等のストックしたデジタルア

ーカイブ（注３）化が進む資料群の共有を推進し、さらには、図書館ネットワークシス

テムの一層の強化・拡大を図る。 

管理運営については、民間のノウハウを取り入れた柔軟な運営を進めるとともに、

効率化のためにＩＣタグ（注４）等の先端的な技術の活用・導入を検討し、県民に開か

れた図書館として、ボランティアを積極的に受け入れる。 

施設の構成については、別表のとおりとする。 

図書等の収蔵能力については、現県立図書館が収蔵する図書５０万冊程度とその他

資料１０万点程度を引き継ぐとともに、今後の増加分を見込んで１１０万冊程度とし、

このうち開架エリアには１５万冊程度の図書等を配置する。 
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オープンスペース 

／ギャラリー 

 

 

エントランス 

ホール 

＜エリア・スペースの構成及び相互関係＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

    
 

事務室 
 

作業室 
受入収集 
資料整理 
印刷・製本 
選書 
ﾃﾞｼﾞﾀﾙ加工 
 
PC・サーバ室 
図書館間協力 
 
会議・研修室 
 
ﾎﾞﾗﾝﾃｨｱ活動室 
 
職員更衣室等 
 

 

駐車スペース 
    

駐輪スペース 

<事務エリア> 

利用者用入口 

図書搬入口 
巡回車 

    
保存書庫 
書庫作業室 
貴重書庫 
保存処理室 

<保存エリア> 

［利用者ゾーン］ 

 

機械室・電気室等 
<その他> 

総合・貸出返却 
サービスデスク 

レファレンス 
サービスデスク 

視聴覚・PC 
サービスデスク 

 

開架・閲覧スペース 

    

一般図書 

雑誌・新聞 

視聴覚・電子メディア資料 

大活字本・点字資料 

外国語資料 

「山梨らしさ」資料 

 

一般閲覧席 

個席 

グループ学習室 

軽読書用ソファー・ベンチ 

対面朗読室視聴覚ブース・PC利用席 

休憩スペース 

 

児童図書 

児童閲覧席 

読み聞かせスペース 

 

中高校生向け資料 

中高校生利用席 

グループ学習室 

 

 

児童サービスデスク 
中高校生サービスデスク 
 

<子ども読書支援センター> 

<開架エリア> 

< 地 域 活 性 化 
（にぎわい）エリア > 

軽飲食等 

情 報 発 信 ・ 交 流 の 場 
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５ 高度情報化拠点の整備 

５－１ 機能 

５－１－１ 情報通信産業の振興 

 情報通信技術を活用した知的な創造や産業構造の高度化を図っていく基盤となる情

報通信産業の集積等を目指す。 

○ 情報通信産業の集積 

地域産業や地域経済の活性化を図るためには、情報通信企業の立地を促進して情報

通信産業を振興するとともに、地域産業の生産性向上や高付加価値化、さらには販路

拡大等に必要な産業の情報通信技術化（ＩＣＴ化）を推進することが必要である。 

そこで、高度な情報通信技術を有する県外の先端的な大手情報通信企業を誘致して

高度情報化拠点の核とするとともに、重層的で裾野が広い情報通信産業の振興を図る

ため、地元の情報通信企業の立地を進める。 

さらに、高度情報化拠点に入居する情報通信企業等が利用するデータセンター等の

誘致・整備を図る。 

 

○ 情報通信産業の支援 

情報通信産業の持続的な発展を図るため、情報ハイウェイ（注５）やテレワーク（注

６）等の活用を検討する中で、高度な情報通信技術を有する企業等を生み育てる起業、

高度情報化拠点に入居する情報通信企業相互の連携、高度な情報通信技術の地元企業

への移転、複数の企業が共同した研究開発を行うとともに、産学連携の中で情報通信

企業が求めている高度な情報通信技術を有する人材を育成する。 

 

５－１－２ 公共公益サービスの提供 

 生涯学習や大学連携等のサービスの提供を通じて、県民生活の質の向上を目指す。 

○ 生涯学習の推進 

自己実現はもとより、新しい知識や技術を取得するための学習活動等、県民の多様

なニーズに応じて展開される生涯学習の推進については、平成２０年１月の新県立図

書館整備検討委員会の報告において、「図書館と連携しつつ効果的な事業展開が図ら

れる方途を別に検討する必要がある」とされた。 

これを踏まえ、新県立図書館に隣接して常時密接な連携が可能な高度情報化拠点に

生涯学習推進機能を整備する。 
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○ 大学連携 

大学間相互の連携による多様な交流機会の提供、教育・研究の相互補完・向上や成

果の地域社会への還元等を行って、地域の活力向上と地域経済の活性化に寄与するこ

とを目的とする、大学コンソーシアム活動を支援し、県民の多様な学習意欲に応える

学習機会の提供機能、さらには大学等のサテライト機能を整備する。 

 

○ その他の公共公益サービス 

現在、別途策定が進められている県庁舎耐震化等整備基本計画との整合を図る中で、

県民が利用する公共公益サービスを導入していく。 

 また、高度情報化拠点は耐震性の高い建物となることから、防災機能も検討してい

く必要がある。 

 

５－１－３ 利便の提供 

高度情報エリア周辺の状況を勘案する中で、高度情報エリアの利用者等に必要な飲

食や物品購入等の利便を提供する。 

 

５－２ 施設 

上記の機能を踏まえた高度情報化拠点の施設について、その概要を次表のとおり整

理した。 

この表は、現時点で最大限想定される施設をまとめたものであり、今後、高度情報

化拠点の整備事業者の提案を踏まえ協議する中で、具体的に絞り込んでいくこととす

る。 
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機  能 施  設 内  容 管理運営者 

先端企業施設 ソフト開発等のオフィス 

地元企業施設 地元企業のオフィス 

データセンター 
データセンター 

バックアップオフィス等 

民間企業 

インキュベーションセ

ンター 

ＩＣＴ起業支援施設 

（貸しオフィス） 

情報通信技術研究開発

施設 
研究開発室 

情報通信産

業の振興 

情報通信技術研修施設 パソコン研修室等 

民間企業 

大学 

ＮＰＯ法人等 

生涯学習推進施設 
相談室、研修室、交流室

等 

県（指定管理

者） 

大学コンソーシアム 事務室 ＮＰＯ法人 

サテライトキャンパス 講義室等 大学等 

公共公益サ

ービスの提

供 

その他公共公益施設  県等 

利便の提供 飲食店、売店等 レストラン、カフェ、コ

ンビニエンスストア等 

民間企業 

 

５－３ 整備方法 

５－３－１ 整備方法の比較検討 

高度情報化拠点の整備方法を検討するに当たっては、以下の条件を考慮する必要が

ある。 

① 北口県有地は県民の貴重な財産であることから、県の所有を継続すること。 

② 厳しい財政状況にあることから、高度情報化拠点は民間の資金やノウハウを活

用して整備すること。 

③ 高度情報エリアは本県の産業振興と地域活性化を目的とするため、高度情報化

拠点は情報通信産業の発展を図る拠点とし、併せて公共公益機能を有する構成に

なること。 

これらの条件を満たす整備方法としては、土地信託（注７）方式と定期借地権（注８）

方式の二つの方法がある。 

なお、民間活力により公共施設の整備を行う方法の一つにＰＦＩ方式があるが、高

度情報化拠点は、情報通信産業の拠点を整備することが主目的であり、これに併せて
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公共公益施設を整備するプロジェクトであることから、この整備にはＰＦＩ方式はな

じまない。 

土地信託方式と定期借地権方式とを比較すると、土地信託方式には、 

  ・ 信託期間満了後、建物の所有権は土地所有者に移転し、テナント等の事業も土

地所有者に引き継がれる。 

  ・ 事業収益に応じた高い配当が得られる可能性がある反面、負債が生じた場合は

信託期間満了後、土地所有者はこれを引き受けなければならない。 

という特徴がある。 

一方、定期借地権には、 

・ 定期借地期間満了後、土地所有者は土地を更地で引き渡しを受けるか、建物を

相当の対価で買い取るか、いずれかの方法を選択することができる。 

・ 事業収益に左右されることなく、比較的安定した地代（土地貸付料）収入を得

ることができる。 

という特徴がある。 

高度情報化拠点の整備は、情報通信産業の発展を図る拠点づくりが主目的であり、

土地活用による収益を目的とするものでないことや、県有地の活用策としては安定的

で確実な方法による必要があることから、定期借地権を活用した整備方法を採用する。 

 

５－３－２ 定期借地権方式 

高度情報化拠点は、定期借地権を活用した公民連携（注９）事業として整備する。 

この方式では、施設用地となる北口県有地については、県が民間の整備事業者と定

期借地権契約を締結して一定期間賃貸し、建物については、整備事業者が駐車場を含

む高度情報化拠点を整備し、所有する。 

なお、県の公共施設については、県が整備事業者から賃借することを基本とする。 

 

５－４ 管理方法 

建物の維持管理に当たっては、高度情報化拠点の機能や役割が十分に発揮できるよ

うにするとともに、県民の利便性や安全・安心の確保、都市の魅力と賑わいの創出な

どに配慮する必要がある。 

その際、防犯・防災、景観、環境、省資源・省エネルギー、ユニバーサルデザイン

等の視点は重要であるが、具体的な管理方法については整備事業者の提案によるもの

とする。 
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５－５ 整備事業者の選定方法 

高度情報化拠点の整備に当たっては、公正・公平性と透明性を確保することを基本

とする。 

高度情報化拠点を整備する民間事業者を選定する方法を検討するに当たっては、こ

のプロジェクトが建物賃借料や土地貸付料の価格競争が目的ではなく、情報通信産業

の集積等、県の施策目的に合致した提案が必要であること、民間の経営ノウハウや技

術的能力に基づいた高度情報化拠点の整備効果を最大限に引き出す提案が必要である

ことから、選定方法としては公募型プロポーザル方式（注１０）を採用する。 

なお、価格競争以外の部分に着目した契約方法としては、地方自治法に規定されて

いる総合評価一般競争入札があるが、これは県の支出の原因となる契約に適用され、

県有地を貸し付ける定期借地権契約には該当しない。 

募集要項には、県の姿勢や考え方を明記するだけでなく、民間のノウハウで整備す

る高度情報化拠点の魅力をはじめとする基本的な事項を整理しておく必要がある。 

優先交渉権者の選定に当たっては、外部の者を含めた委員で構成する高度情報化拠

点整備事業者選定委員会（仮称）を設置し、実施方針や募集要項等の作成、優先交渉

権者候補の選定等を行い、公表する。 

整備事業者を選定する評価基準については、建物賃借料や土地貸付料、提案の実現

性や資金調達を含む事業計画、設計や建設の考え方等の通常考えられる評価項目のほ

か、以下の事項を評価の視点として重視する。 

・ 情報通信企業や公共公益施設等、県の提案条件と整合していること。 

・ 情報通信企業群の規模がより大きいこと。 

・ 需要に対応した駐車場・駐輪場を提案していること。 

・ 施設の共同利用や一体的な維持管理を提案していること。 
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６ 駐車場・駐輪場の整備 

６－１ 駐車場の整備 

本県は、平成１９年３月末現在の人口千人当たりの自動車保有台数が全国第３位で

あることから、自動車の利用者をある程度想定した駐車場の整備が必要になる。 

一方で、甲府駅北口周辺の時間貸有料駐車場を見ると、大規模な駐車場は山梨文化

会館駐車場（旧県土地開発公社北口駐車場）だけである。 

駐車場の整備に当たっては、北口県有地を有効活用するため、新県立図書館と高度

情報化拠点との共同利用を前提にする。 

駐車場の整備主体については、高度情報化拠点へ入居する情報通信企業等も利用す

るため、高度情報化拠点の整備事業者とし、高度情報化拠点と一体的に整備し、管理

運営する。 

駐車場の規模については、公共交通機関の利用促進等を勘案しながら、新県立図書

館と高度情報化拠点に必要な駐車台数を合わせた整備事業者の提案を基本とする。 

また、地上・地下等の整備方式については、基本的に整備事業者の提案による。 

 なお、駐車料金の在り方を含む駐車場の運営方法については、今後総合的に検討し

ていく。 

 

６－２ 駐輪場の整備 

自転車やバイクの利用者は、新県立図書館の利用者が主になると想定されるが、高

度情報化拠点にも公共公益施設が入居することから、駐輪場利用者を想定しておかな

ければならない。このため、新県立図書館と高度情報化拠点にそれぞれ駐輪場を整備

する。 

駐輪場の規模については、鉄道やバスの公共交通機関を利用する通勤や通学の自転

車が多い地域であるが、甲府駅周辺においては甲府市が駐輪場整備を進めていること

から、高度情報エリアの必要台数に応じた整備を行う。 

 高度情報化拠点の駐輪場は、高度情報化拠点整備事業者が高度情報化拠点と一体的

に整備し、管理運営する。 
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７ 高度情報エリアの施設配置等 

７－１ 施設配置 

新県立図書館と高度情報化拠点の位置については、以下の考え方から、新県立図書

館を北口県有地南側とし、高度情報化拠点を北側とする。 

 

・ 新県立図書館は、高齢者や学生等の公共交通機関利用者が比較的多く利用する

ことから、甲府駅からのアクセスのし易さを考えた場合、北口県有地南側が最適

であること。 

・ 高度情報化拠点は、新県立図書館に比べて高層建築物となることが想定される

ため、高度情報エリアやその周辺地域の景観等を考慮した場合、北側が適してい

ること。 

 

《施設配置概略図》 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

高度情報化拠点・駐車場 

新県立図書館 
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７－２ 景観・アクセス等 

高度情報エリア周辺の都市景観との調和に配慮した建物デザインや、高度情報エリ

ア内での屋外広告物掲出の制限等、良好な景観の維持に配慮する。 

また、ゆとりある空間の創出やパブリックスペースの確保等に意を用いた整備を行

う。 

パブリックスペースについては、交流の場としての広場や植栽に配慮した歩道の整

備等を進めるとともに、エリアマネジメント（注１１）の考え方を導入した取り組みに

ついても、整備事業者に提案を求めるなど、今後検討していく必要がある。 

甲府駅からのアクセスについては、甲府駅北口と高度情報エリアをスムーズに結び、

高齢者や障害者等が移動し易い動線を確保する。 

また、駐車場へのアクセスについては、周辺道路に渋滞を起こさないよう、自動車

の進入ルートを工夫する。 

 

 

８ 高度情報エリアの整備スケジュール 

 新県立図書館については、平成２０年度後半に設計に着手し、平成２２年度に着工、

平成２４年秋の開館を目指して整備を進める。 

 高度情報化拠点については、平成２０年度後半に整備事業者選定の準備作業を進め、

平成２１年に整備事業者を決定し、契約を締結する。その後のスケジュールについて

は、整備事業者の提案を踏まえ県と協議するものとする。 
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用語等の説明 

 

（注１）シビックコア地区 

 魅力と賑わいのある都市の拠点となる地区の形成に資するため、関連する都市整備事業と整合を

図りつつ、官公庁施設と民間建築物等の整備を総合的かつ一体的に実施すべき地区をいう。市町村

がシビックコア地区整備計画を策定し、国（国土交通省）の同意を得て、国、地方公共団体、民間

等が事業を総合的に推進する。 

 

（注２）情報通信分野 

この整備方針においては、日本標準産業分類に定められている大分類Ｈの情報通信業とその関連

事業を「情報通信分野」と総称する。 

情報通信業は、通信業、放送業、情報サービス業、インターネット附随サービス業、映像・音声・

文字情報制作業に分類される。 

通信業は、信書送達業、固定電気通信業、移動電気通信業、電気通信に附随するサービス業が該

当する。 

放送業は、無線又は有線の電気通信設備により放送事業を行う事業所が該当する。 

情報サービス業は、情報の処理や提供等のサービスを行うもので、ソフトウェア業や情報処理・

提供サービス業が該当する。 

インターネット付随サービス業は、インターネットを通じて通信や情報サービスに関する事業を

行う事業所が該当する。 

映像・音声・文字情報制作業は、映画、ビデオ、テレビ番組の制作・配給を行う事業所、レコー

ド又はラジオ番組の制作を行う事業所等が該当する。 

 

（注３）デジタルアーカイブ 

博物館、美術館、公文書館や図書館の収蔵品をはじめ、有形・無形の文化資源をデジタル化して

保存等を行うことをいう。デジタル化することによって、文化資源等の修復・公開や、ネットワー

クを通じた利用が可能になる。 

 

（注４）ＩＣタグ 

物体の識別に利用される微少な無線ＩＣチップで、ＩＣタグにはそれ自身の識別コード等の情報

が記録されており、電波を使って管理システムと情報を送受信する能力を持つ。バーコードに代わ

る商品識別・管理技術として注目されている。 

 

（注５）情報ハイウェイ 

 県が平成１８年８月に運用を開始した光ファイバー網で、高度情報通信網の幹線として行政目的
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だけでなく、産業振興等にも活用するものとして整備し、管理運営を民間会社が行うなど、全国的

にも先進的な取り組みとして注目されている。 

 

（注６）テレワーク 

従業員が受け持つ仕事の全部あるいは一部を、在宅や自宅近隣の作業所等で行う仕組みをいう。 

 

（注７）土地信託 

 土地所有者に代わって信託会社が金融機関から資金調達をして施設を整備し、施設の賃貸等から

収益を上げ、信託報酬や借入金の返済等を除いた分を、土地所有者に信託配当する土地活用の方法

である。 

 

（注８）定期借地権 

定期借地権とは、借地借家法の改正に伴い平成４年８月に創設された制度で、 

 ・ 契約期間満了による借地権の存続期間の更新がないこと。 

 ・ 建物再築による借地権の存続期間の延長がないこと。 

 ・ 建物買取請求権がないこと。 

を基本とし、定められた契約期間で確定的に借地関係が終了するもので、一般定期借地権、事業用

定期借地権、建物譲渡特約付借地権の３類型がある。 

 一般定期借地権 事業用定期借地権 建物譲渡特約付借地権 

期間 ５０年以上 
１０年から

３０年 

３０年から

５０年 
３０年以上 

目的 制限なし 
事業用（居住用を除く）に借

りる場合に限る 
制限なし 

手続 

契約更新しない旨の特約を

公正証書等の書面で締結す

る 

公正証書で設定契約する 

予め契約期間経過後に建

物を貸主が譲り受ける旨

の特約を締結する 

 

（注９）公民連携 

パブリック・プライベート・パートナーシップ（ＰＰＰ）と呼ばれており、公共と民間の連携・

協働によって公共性の高い事業を行う手法で、財政的制約の中で多様な公共サービスを効率的かつ

効果的に提供することができる。  

 

 

（注１０）公募型プロポーザル方式 

公募型プロポーザル方式は、事業の提案を公募し、提出された事業計画等の提案書について、募

集要項等であらかじめ示した評価基準に基づいて審査を行い、最も優れていると認められる提案書

の提出者（最優秀提案者）を契約の優先交渉権者とするものである。 



 １８ 

 

一般的に、公共施設等だけでなく民間施設としての提案や、公共施設運営の比重が大きいなど、

応募者の創意工夫に期待する部分が大きい場合には、公募型プロポーザル方式を採用することが望

ましいとされている。 

この方式は、随意契約となるため、総合評価一般競争入札とは異なり優先交渉権者に対して契約

条件等に関する交渉が可能である。 

 

（注１１）エリアマネジメント 

 国土交通省はエリアマネジメント推進マニュアルにおいて「地域における良好な環境や地域の価

値を維持・向上させるための住民・事業主・地権者等による主体的な取り組み」と定義している。 

エリアマネジメントの特徴の一つは、ただ「つくる」だけでなく、その後の維持管理・運営（マ

ネジネント）の方法、つまり「育てる」までを考えた開発（デベロップメント）を行うことである。 

また、エリアマネジメントの具体的な要素は、①エリア全体の環境に関する活動、②共有物・公

物等の管理に関する活動、③居住環境や地域の活性化に関する活動、④サービス提供・コミュニテ

ィ形成等のソフトの活動、に大別される。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 


